
四日市市空き家等の適正管理に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和６年３月２５日 

                    四日市市長  森  智 広 

四日市市条例第２２号 

四日市市空き家等の適正管理に関する条例の一部を改正する条例 

 四日市市空き家等の適正管理に関する条例（平成２６年四日市市条例第１４号）

の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

四日市市空家等の適切な管理に関

する条例 

四日市市空き家等の適正管理に関

する条例 

  

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、空家等の適切な管

理及び有効活用に関し、空家等対策の推

進に関する特別措置法（平成２６年法律

第１２７号。以下「法」という。）に定

めるもののほか、必要な事項を定めるこ

とにより、市民の良好な住環境の保全及

び安全安心なまちづくりの推進に寄与

することを目的とする。 

第１条 この条例は、空き家等の適正管

理及び有効活用に関し、所有者等、市民

等、事業者及び市の責務を明らかにする

とともに、管理不全な状態にある空き家

等に対する措置について定めることに

より、空き家等が管理不全な状態になる

ことの未然防止及び空き家等の管理不

全な状態の解消を図り、もって市民の良

好な住環境の保全及び安全安心なまち

づくりの推進に寄与することを目的と

する。 

  

（定義） （定義） 

第２条 この条例で使用する用語は、法

で使用する用語の例による。 

第２条  

２ この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 



 (1) 空き家等 市内に所在する建築物

その他の工作物（以下「建築物等」と

いう。）で、常時無人の状態にあるも

の及びその敷地をいう。 

 (2) 管理不全な状態 次のいずれかに

掲げる状態をいう。 

ア 老朽化若しくは台風等の自然災害

により建築物等が倒壊し、又は建築

材等が飛散するおそれがある状態 

イ 建築物等又はその敷地に不特定の

者が侵入することにより、火災又は

犯罪が誘発されるおそれがある状

態 

ウ 立木の著しい繁茂又は腐朽により

周囲の住環境の保全上支障を生ず

るおそれがある状態 

 (3) 所有者等 市内に所在する建築物

等の所有者、管理者（法律の規定によ

り建築物等の管理処分権限を付与さ

れた者に限る。）、占有者その他の建

築物等を管理すべき者をいう。 

(1) （略） (4) （略） 

(2) （略） (5) （略） 

  

（所有者等の責務） （所有者等の責務） 

第３条 所有者等は、自らの社会的責任

を自覚し、周辺の生活環境に悪影響を及

ぼさないよう自己の責任において必要

な措置を講じ、空家等を常に適切に管理

するとともに、市が実施する空家等に関

する施策に協力しなければならない。 

第３条 所有者等は、自らの社会的責任

を自覚し、空き家等が管理不全な状態に

ならないよう自己の責任において必要

な措置を講じ、建築物等及びその敷地を

常に適正に管理しなければならない。 

２ 所有者等は、自ら利用する見込みが  



ない空家等を有効に活用するよう努め

るものとする。 

３ 空家等に係る敷地の所有者等が当該

建築物若しくはこれに附属する工作物

又は立木その他の土地に定着する物（以

下「建築物等」という。）を所有せず、

又は管理していない場合には、当該空家

等に係る敷地の所有者等は、当該建築物

等が周辺の生活環境に悪影響を及ぼさ

ないよう、当該空家等に係る建築物等の

所有者等に対する働きかけを行うよう

に努めなければならない。 

 

  

（市民等の責務） （市民等の責務） 

第４条 市民等は、空家等の所有者等が

自主的に行う空家等の適切な管理のた

めの取組に積極的に協力するよう努め

るものとする。 

第４条 市民等は、空き家等の所有者等

が自主的に行う空き家等の適正管理の

ための取組に積極的に協力するよう努

めるものとする。 

２ 市民等は、適切に管理されず放置さ

れていると推測される空家等を発見し

たときは、その情報を市に提供するよう

努めるものとする。 

２ 市民等は、適正に管理されず放置さ

れていると推測される空き家等を発見

したときは、その情報を市に提供するよ

う努めるものとする。 

  

（事業者の責務） （事業者の責務） 

第５条 事業者は、空家等の所有者等及

び市民等が自主的に行う空家等の適切

な管理及び有効活用のための取組に積

極的に協力するよう努めるものとする。 

第５条 事業者は、空き家等の所有者等

及び市民等が自主的に行う空き家等の

適正管理のための取組に積極的に協力

するよう努めるものとする。 

  

（市の責務） （市の責務） 

第６条 市は、法第７条第１項の規定に

よる空家等対策計画に基づき、空家等に

第６条 市は、所有者等に対し、空き家

等の適正な管理に関する意識の啓発を



関する施策を総合的かつ計画的に推進

するものとする。 

行うとともに、空き家対策に係る所有者

等、市民等又は事業者の自主的な活動の

促進を図るものとする。 

  

 （空き家等の有効活用） 

第７条 空き家等の所有者等は、自ら利

用する見込みがない空き家等を有効に

活用するよう努めるものとする。 

２ 事業者は、空き家等の所有者等が自

主的に行う空き家等の有効活用のため

の取組に積極的に協力するよう努める

ものとする。 

３ 市長は、前２項の取組の促進を図る

ものとする。 

  

 （実態調査） 

第８条 市長は、第４条第２項の規定に

より情報の提供があったとき、又は適正

な管理が行われていない空き家等があ

ると認めるときは、この条例の施行に必

要な限度において、当該空き家等の所有

者等の特定及び所在の把握のために必

要な調査及び当該空き家等の危険な状

態の程度に関する調査を行うものとす

る。 

  

（立入調査） （立入調査） 

第７条 （略） 第９条 （略） 

２ 前項の規定により立入調査をする職

員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係者の請求があったときは、これを提

示しなければならない。 

２ 前項の規定により立入調査をする職

員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係人に提示しなければならない。 



３ （略） ３ （略） 

  

（管理不全空家等の認定） 

第８条 市長は、空家等が管理不全空家

等と認められる場合は、当該空家等を管

理不全空家等として認定するものとす

る。 

２ 市長は、管理不全空家等の認定を行

った場合においては、当該管理不全空家

等の所有者等に対し、その旨を通知する

ものとする。ただし、当該所有者等に対

し通知することが困難であるときは、こ

の限りでない。 

 

  

（特定空家等の認定） 

第９条 市長は、空家等が特定空家等と

認められる場合は、当該空家等を特定空

家等として認定するものとする。 

２ 市長は、特定空家等の認定を行った

場合においては、当該特定空家等の所有

者等に対し、その旨を通知するものとす

る。ただし、当該所有者等に対し通知す

ることが困難であるときは、この限りで

ない。 

 

  

 （助言又は指導） 

第１０条 市長は、空き家等が管理不全

な状態にあると認めるときは、当該空き

家等の所有者等に対し、その適正な管理

を行うために必要な措置について、助言

し、又は指導することができる。 

  



 （勧告） 

第１１条 市長は、前条の規定による助

言又は指導を受けた空き家等の所有者

等が、正当な理由なく当該指導に従わ

ず、当該空き家等が著しく管理不全な状

態にあると認めるときは、当該所有者等

に対し、期限を定めて、その適正な管理

のために必要な措置をとるよう勧告す

ることができる。 

  

 （公表及び標識の設置） 

第１２条 市長は、所有者等が前条の規

定による勧告（以下「勧告」という。）

に係る措置をとらなかったときは、次に

掲げる事項を公表するとともに、当該事

項を記載した標識を当該空き家等の敷

地に設置することができる。 

(1) 当該所有者等の住所及び氏名（法人

にあっては、主たる事務所の所在地並

びに名称及び代表者の氏名） 

(2) 当該空き家等の所在 

(3) 勧告の内容 

(4) 前各号に掲げるもののほか、市長が

必要と認める事項 

２ 市長は、前項の規定により公表又は

標識の設置をしようとするときは、事前

に当該所有者等に対し、意見を述べる機

会を与えなければならない。 

  

 （命令） 

第１３条 市長は、所有者等が正当な理

由なく勧告に従わないときは、当該所有



者等に対し、期限を定めて、必要な措置

をとるよう命ずることができる。 

２ 市長は、前項の規定により必要な措

置を命ずるときは、事前に当該所有者等

に対し、意見を述べる機会を与えなけれ

ばならない。 

  

（緊急安全措置） （緊急安全措置） 

第１０条 市長は、危険な状態が切迫し

ている空家等について、所有者等が自ら

危険な状態を回避することができない

特別な理由があると認めたときは、危険

な状態を回避するために必要な最低限

度の措置（以下「緊急安全措置」という。）

をとることができる。 

第１４条 市長は、危険な状態が切迫し

ている空き家等について、所有者等が自

ら危険な状態を回避することができな

い特別な理由があると認めたときは、第

１０条から第１２条までに定める手続

によらないで、危険な状態を回避するた

めに必要な最低限度の措置（以下「緊急

安全措置」という。）をとることができ

る。 

２ 市長は、前項に規定する緊急安全措

置を実施する場合は、空家等の所有者等

の同意を得て実施するものとする。ただ

し、市長が別に定める軽易な行為に該当

する緊急安全措置を実施する場合又は

当該空家等の所有者等を確知できない

場合においては、この限りでない。 

２ 市長は、前項に規定する緊急安全措

置を実施する場合は、空き家等の所有者

等の同意を得て実施するものとする。た

だし、市長が別に定める軽易な行為に該

当する緊急安全措置を実施する場合に

おいては、この限りでない。 

３ 市長は、第１項の緊急安全措置に要

した費用を空家等の所有者等に請求す

ることができる。ただし、市長が別に定

める軽易な行為に該当する緊急安全措

置を実施した場合においては、この限り

でない。 

３ 市長は、第１項の緊急安全措置に要

した費用を空き家等の所有者等に請求

することができる。ただし、市長が別に

定める軽易な行為に該当する緊急安全

措置を実施した場合においては、この限

りでない。 

  

 （代執行） 



第１５条 市長は、第１３条の規定によ

る命令を受けた者が、なお、当該命令に

従わず、他の手段によってその履行を確

保することが困難であり、かつ、その不

履行を放置することが著しく公益に反

すると認められるときは、行政代執行法

（昭和２３年法律第４３号）の定めると

ころにより、自らその義務者のなすべき

行為をし、又は第三者をしてこれをさ

せ、その費用を義務者から徴収すること

ができる。 

  

（所有者等が確知できない場合の対応） （所有者等が確知できない場合の対応） 

第１１条 市長は、過失がなくて空家等

の所有者等を確知できない場合におい

ては、土地の所有者その他の関係者に対

し、協力を求めることができる。 

第１６条 市長は、過失がなくて空き家

等の所有者等を確知できない場合にお

いては、土地の所有者その他の関係者に

対し、協力を求めることができる。 

２ 市長は、過失がなくて特定空家等の

所有者等を確知できない場合は、次に掲

げる事項を公表するとともに、当該事項

を記載した標識を当該特定空家等の敷

地に設置することができる。 

２ 市長は、過失がなくて空き家等の所

有者等を確知できない場合において、当

該空き家等が著しく管理不全な状態に

あると認めるときは、次に掲げる事項を

公表するとともに、当該事項を記載した

標識を当該空き家等の敷地に設置する

ことができる。 

(1) 当該特定空家等の所在 (1) 当該空き家等の所在 

(2) 当該特定空家等の状態 (2) 当該空き家等の状態 

(3) （略） (3) （略） 

  

 （民事による解決との関係） 

第１７条 この条例の規定は、管理不全

な状態にある空き家等の所有者等と当

該空き家等が管理不全な状態であるこ



とにより被害を受けるおそれがある者

との間で、民事による事態の解決を図る

ことを妨げない。 

  

（関係機関との連携） （関係機関との連携） 

第１２条 市長は、この条例の施行上必

要がある場合は、市の区域を管轄する警

察署その他の関係機関と必要な措置に

ついて協議し、特定空家等を解消するた

め必要な協力を要請することができる。 

第１８条 市長は、この条例の施行上必

要がある場合は、市の区域を管轄する警

察署その他の関係機関と必要な措置に

ついて協議し、空き家等の管理不全な状

態を解消するため必要な協力を要請す

ることができる。 

  

（委任） （委任） 

第１３条 （略） 第１９条 （略） 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

（都市整備部建築指導課） 


